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　 証券コード　9782
　 平成25年６月10日

株 主 各 位　

　 東京都千代田区神田小川町一丁目11番地
　 株式会社ディーエムエス
　 代表取締役社長 山 本 克 彦

第54期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。　
さて、当社第54期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する

参考書類」をご検討いただき、お手数ながら同封の委任状用紙に議案に対する賛
否をご表示いただき、ご押印のうえ、ご返送くださいますようお願い申しあげま
す。

敬　具
記

１．日 時 平成25年６月26日（水曜日）午前10時
２．場 所 埼玉県さいたま市桜区田島八丁目３番29号
　 　 当社業務センター２階　プレゼンテーションルーム　　
　 　 (末尾記載の「第54期定時株主総会会場のご案内」をご参照ください。）

　
３．目 的 事 項 　
　 報 告 事 項 １．第54期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）事

業報告および計算書類報告の件
　 　 ２．第54期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）連

結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

　 　 　
　 決 議 事 項 　
　 第１号議案 剰余金の処分の件
　 第２号議案 取締役４名選任の件　
　 第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件　
　 　 各議案の概要は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する

参考書類」（40頁から42頁）に記載のとおりであります。
以　上


当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申しあげます。
なお、本株主総会招集ご通知に掲載しております事業報告、計算書類および連
結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（ア
ドレス　http://www.dmsjp.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
　

事　 業　 報　 告

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

　

１．会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過および成果

 当期におけるわが国経済は、震災復興需要に支えられて回復を続けてきま

したが、夏場以降、海外経済の減速を背景とした輸出の減少によって厳しい

状況で推移いたしました。また、昨年末の政権交代をきっかけとした金融緩

和政策拡大の期待から円安・株価上昇の兆しもみられましたが、依然として

先行き不透明な状況で推移しました。

 当社に関連する広告業界におきましては、こうした状況ではあったものの、

顧客企業における販促企画の需要は堅調に推移し、前年に比べて回復傾向が

見られる状況となりました。

 このようななか当社は、新規顧客開拓を積極的に展開するとともに、宛名

データ処理・出力やフィルムラッピングをはじめとしたメーリングサービス

業務の内製化を推進してまいりました。また、「通販・ＥＣ出荷代行サービ

スの開発」や「マーケティングサービスの強化」、「ウェブ・モバイルマー

ケティングサービスの開発」といった新サービス開発に取り組み、販売を開

始するなど、事業領域の拡大にも努めてまいりました。

 この結果、当期の売上高は171億59百万円（前年同期比2.7%減）となりまし

た。これは主に、一部の大型案件が中止になったことなどの原因があげられ

ます。

 利益につきましては、一部の低採算案件が整理されたことおよび操業度の

改善に繋がる新規案件の受注ができたことによって売上総利益が前年同期に

比べて1億99百万円増加し、さらに販売管理費でも業務効率化によって前年

同期に比べて1億31百万円低減することができたことも利益を押し上げる結

果となり、営業利益は11億26百万円（前年同期比41.6％増）となりました。

経常利益は、営業外収益が20百万円（同4.4%増）、営業外費用が70百万円

（同16.1%減）となった結果、10億76百万円（同47.2%増）となりました。こ

の結果、当期純利益は６億16百万円（同75.5%増）と大幅増益となりました。
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部門別の概況は以下のとおりであります。

　ダイレクトメール部門におきましては、企画制作から情報処理、封入封緘

を一括して手がけるトータルサービスと郵便やメール便のスケールメリット

を活かした提案型営業を積極的に展開した結果、売上高は155億70百万円（前

年同期比4.0%減）、営業利益は13億62百万円（同10.0%増）となりました。

セールスプロモーション部門におきましては、各種販促支援および企画制作

業務の新規受注に努めた結果、売上高は9億34百万円（同1.5%増）となりま

した。一方、営業利益は盛況に推移した一部の会員獲得プロモーションや飲

料系プロモーションがキャンペーン業務の操業度を高めたことなどにより１

億90百万円（同58.2%増）となりました。イベント部門におきましては、販

売促進・スポーツイベントなどの運営・警備業務に注力するとともに、震災

の影響により中止となったイベントの再開の影響もあり、売上高は５億75百

万円（同25.8%増）、営業利益は30百万円（同495.2%増）となりました。賃

貸部門におきましては、千代田小川町クロスタビル（東京都千代田区）等の

売上高は58百万円（同41.1％増）、営業利益は8百万円（前年同期営業損失

15百万円）となりました。
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(2) 対処すべき課題

次期におけるわが国の景気見通しにつきましては、海外景気の減速などの

リスク要因が引続き残るものの、新政権によるデフレ脱却のための政策実施

を背景として、回復に向かうと見られており、広告業界におきましても回復

局面が続く状況が予測されます。

このような状況のなか当社は、ＤＭ・ＳＰ・イベントなど主にリアル分野

でのマーケティング支援に注力してまいりましたが、今後はこれを基盤とし

つつ、ダイレクトマーケティングにおけるリアル施策とウェブ施策を実施で

きる機能を持ち、これらを駆使したクロスメディア戦略を立案・提案するこ

とで企業と生活者のよい関係づくりをトータルサポートする企業を目指して

まいります。こうした経営戦略を推進していくため、当社は次に掲げる施策

に注力してまいります。

　

①売上の拡大とコスト削減

当社では、近年、デジタルプリンタやメーリング関連機器への投資をして

おります。また、平成22年９月には業務センター内にロジスティクスセンタ

ーを竣工いたしました。これらのリソースを最大限に活用することで、営業

展開においては既存顧客の深耕と新規顧客の開発を一層進め、現業部門にお

いては生産性向上によるさらなる利益貢献を図ってまいります。　

　

②通販・ＥＣ出荷代行サービス開発

拡大傾向にあるＥＣ（インターネット通販）市場に着目するとともに、当

社の優位性（ロジスティクスセンター、梱包発送作業・事務局ノウハウ、配

送料金など）を活かした「通販・ＥＣ出荷代行サービス」の開発に取組みま

す。発展途上にある中小規模のＥＣショップを対象として、拡大に伴う物流

のアウトソーシング需要を取り込んだうえで、ＤＭやウェブなど他のマーケ

ティングサービスとの事業シナジー創出を図ってまいります。

　

③マーケティングサービスの強化

先端的な予測分析技術であるベイジアンネットワーク技術を利用した「Ｄ

Ｍ送付先最適化サービス」の提供やオファー＆クリエイティブのプランニン

グ力の強化により、費用対効果の高いダイレクトマーケティングを実現させ

ることで、価格競争に陥らないための差別化を図ってまいります。
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④ウェブ・モバイルマーケティングのサービス開発

　ダイレクトマーケティングと親和性の高いウェブやモバイルを活用したマ

ーケティングを支援し、顧客企業の戦略に深く関与し貢献することで、既存

事業であるＤＭ・ＳＰ・イベントとのクロスメディア化（ひとつの情報を異

なる複数のメディアで表現すること）を図ってまいります。

　

⑤海外市場の検討

　国内市場の成熟化に対して他のアジア諸国におけるＤＭ関連市場の情報収

集と研究に努め、その有望性や当社グループの強み・弱みを考慮した事業性

を検討してまいります。

　

⑥個人情報保護の継続的な改善

　個人情報の取り扱いに対する社会の意識が引き続き高いレベルにあります

ことから、当社の情報セキュリティに対する顧客企業からの期待も年々高ま

っております。このため、当社では、「プライバシーマーク」および「ＩＳ

ＭＳ」の認証に基づいたマネジメントシステムにより、個人情報保護の継続

的な改善に努めてまいります。

　

⑦事業継続への取組み

東日本大震災の発生以降、地震、火災、風水害、集団感染などの災害時に

おける事業活動の継続や早期復旧、従業員の安否確認手順などを取りまとめ

た事業継続計画を備えおく機運が高まっております。また、今後顧客企業か

ら事業継続計画の整備が発注要件とされる可能性も想定されます。こうした

状況に対応するため、災害時における当社の行動規範を定めた事業継続計画

を策定し維持改善を図ってまいります。

　

以上の施策を推し進めていくことで、社会の要請に応え、顧客企業の信頼

を確保してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜ります

ようお願い申しあげます
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(3) 設備投資の状況

当事業年度における設備投資額は、３億77百万円であり、主なものはメー

リング関連機器１億80百万円、社内システムリプレース関連１億12百万円で

あります。　

　

(4) 資金調達の状況

特記する事項はありません。

　

(5) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

　

(6) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。　

　

(7) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

該当事項はありません。

　

(8) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当事項はありません。

　

(9) 財産および損益の状況

区 分
第51期

(平成22年３月期)
第 52 期

(平成23年３月期)
第 53 期

(平成24年３月期)
第 54 期(当期)
(平成25年３月期)

売 上 高(千円） 17,371,874 16,433,221 17,633,466 17,159,875

経 常 利 益(千円) 640,431 388,664 731,115 1,076,289

当 期 純 利 益(千円） 417,668 174,565 351,584 616,946

１株当たり当期純利益(円) 60.01 29.97 60.37 105.94

総 資 産(千円） 11,293,310 12,339,281 13,066,289 13,117,103

純 資 産(千円） 6,217,055 6,225,138 6,543,023 7,123,990

１株当たり純資産額 (円 ) 1,067.57 1,068.96 1,123.54 1,223.33
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(10) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社との関係

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 な 事 業 内 容

株 式 会 社 デ ッ ク 20,000千円 100.0％ 広告宣伝の企画・制作

東 京 セ ー ル ス ・
プロデュース株式会社

50,000千円 100.0％ 家電販売

③　企業結合の成果

連結子会社は上記に掲げた２社であります。

当期の連結売上高は17,365,359千円（前期17,889,941千円）、連結当期

純利益は596,574千円（前期349,610千円）となりました。

　

(11) 主要な事業内容（平成25年３月31日現在）

営 業 部 門 主 な 営 業 内 容

ダ イ レ ク ト メ ー ル 部 門

ＤＭ広告企画・制作、メーリングサービス、顧客情報処

理サービス、ダイレクトマーケティング事業のサポート

ビジネス

セールスプロモーション部門

ＳＰ助成物企画・制作、情報誌編集企画・制作、フィー

ルドサービス、キャンペーン企画、応募整理、グッズ・

ノベルティ企画・開発・制作、マーケティングリサーチ、

テレマーケティング、ウェブマーケティング

イ ベ ン ト 部 門
スポーツ・文化事業イベント、販促・ＰＲイベントなど

の企画・運営・実施・入場券販売管理

賃 貸 部 門 不動産賃貸関連事業

そ の 他 海外への新聞発送業務、その他

　

(12) 主要な営業所および業務センター（平成25年３月31日現在）

［本店所在地］東京都千代田区神田小川町一丁目11番地

名 称 所 在 地

業 務 セ ン タ ー 埼 玉 県 さ い た ま 市

大 阪 支 社 大 阪 府 大 阪 市
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(13) 使用人の状況（平成25年３月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

274名 △22名 37.8歳 14.2年

（注）上記のほか、パートタイマー等339名が在籍しております。

　

(14) 主要な借入先の状況（平成25年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,445,950千円

農 林 中 央 金 庫 272,825千円

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 179,927千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 159,000千円

　

(15) その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．株式に関する事項

株式の状況（平成25年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 26,600,000株

②　発行済株式の総数   7,262,020株（自己株式1,438,616株を含む）

③　株主数 832名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

山 本 克 彦 1,155,574株 19.84％

山 　 本 　 百 合 子 581,190株 9.98％

凸 版 印 刷 株 式 会 社 500,000株 8.58％

山 本 信 介 325,016株 5.58％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 242,000株 4.15％

デ ィ ー エ ム エ ス 従 業 員 持 株 会 234,530株 4.02％

山 本 圭 介 128,533株 2.20％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 110,000株 1.88％

田 村 佳 子 109,380株 1.87％

藤 　 木 　 多 嘉 子 100,080株 1.71％

（注）１．当社は、自己株式を1,438,616株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており

ます。

　　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の状況（平成25年３月31日現在）

会社における地位
ふ

氏
り

　
が

　
な

名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長
やま

山
もと

本
かつ

克
ひこ

彦 管理本部長

常 務 取 締 役
やま

山
した

下 　
つよし

堅 コミュニケーション部門

取 締 役
なか

中
むら

村
しゅん

俊
いち

一 大阪支社長兼大阪管理部長

常 勤 監 査 役
お

小
がわ

川
あつ

惇
こ

子 　

監 査 役
かじ

梶
たに

谷 　
あつし

篤 弁護士

監 査 役
おか

岡 　
あきら

徹
ダイレクトマーケティングジャパン株式会社
代表取締役社長 

（注）１．監査役梶谷　篤、岡　徹の両氏は、社外監査役であります。

２．当社は監査役梶谷　篤氏を大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。

　

(2) 取締役および監査役の報酬等の額

①当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報酬等の総額

取 締 役 5名 50,939千円

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

3名
（2名）

10,722千円
（3,808千円）

合 計
（う　 ち　 社　 外　 役　 員）

8名
（2名）

61,661千円
（3,808千円）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記の報酬等の額には、役員退職慰労引当金の繰入額7,250千円（取締役５名に対し

5,750千円、監査役３名に対し1,500千円（うち社外監査役２名に対し400千円））が含

まれております。

　②当事業年度に支払った役員退職慰労金

　　　平成24年６月27日開催の第53期定時株主総会に基づき、同総会終結の時

をもって退任した取締役に対し支払った役員退職慰労金は、以下のとおり

であります。

　　・取締役２名に対し18,000千円

　　（この金額には上記①および過年度の事業報告において役員の報酬等の総

額に含めた役員退職慰労引当金の繰入額15,270千円が含まれております。）
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(3) 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

　　監査役岡　徹氏は、ダイレクトマーケティングジャパン株式会社の代表取

　締役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。　

　

(4) 社外監査役の当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 監 査 役 梶 谷 　 篤
当事業年度開催の取締役会13回のうち11回に出席し、
また、監査役会５回全てに出席し、主に弁護士とし
ての専門的見地からの発言を行っております。

社 外 監 査 役 岡 　 徹

当事業年度開催の取締役会13回のうち12回に出席し、
また、監査役会５回全てに出席し、主に他社におい
て長年経営に携った経験と知見からの発言を行って
おります。

　

５．会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

　

(2) 報酬等の額

　 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 16,800千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

16,800千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

　

(4) 解任または不再任の決定の方針

当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招

集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。なお、取締役会は、会計監査人の継続監査年数等を勘案しま

して、再任もしくは不再任の決定を行うにあたり監査役会の同意を得ます。
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６．業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制としての取締役会決議の概要は下記のとお

りであります。

(1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制

企業理念に基づいた「企業行動指針」、「内部者取引規程」、「個人情報

保護規程」を遵守し、取締役の職務の執行の状況については、取締役会が監

督し、監査役が監査を行う。

　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

情報の保存、管理は「文書取扱規程」に則り行うものとし、いつでも閲覧

可能な状態を維持する。

　

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

情報漏洩、コンプライアンス等に係るリスク管理については責任管理部門

を定め、「個人情報保護規程」、「ＩＳＭＳ管理規程」、「内部者取引規程」

を遵守し、研修の実施等を行う。また、新たに生じたリスクへの対応が必要

な場合には速やかに対応ができるように責任者を定める。

　

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は重要事項の意思決定を行うとともに、取締役および執行役員の

業務執行状況を監督する。経営会議に対し必要な指示を行う。

経営会議は、取締役会の決定や方針を各部門に指示し具体策を立案する。

通常事項については迅速かつ適切な業務執行を行い、重要事項や異例事項に

ついては取締役会に報告しその指示を得る。

　

(5) 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制

企業理念に基づいた「企業行動指針」、「内部者取引規程」、「個人情報

保護規程」を遵守し、業務運営の状況については監査室が内部監査を行う。

　

(6) 当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適

正を確保するための体制

当社の監査室が、子会社の監査を定期的に行うものとする。
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(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項

監査役の職務を補助する組織を監査室とする。

　

(8) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査室に関する人事異動、組織変更等の最終決定は監査役会の同意を得る

ものとする。

　

(9) 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制

取締役および使用人が監査役に報告すべき事項、その他の監査役への報告

すべき事項として下記の事項を報告するものとし、速やかに報告を行うもの

とする。

・会社に著しい損害および不利益を及ぼすおそれのある事実。

・取締役の職務遂行に関して不正行為、法令・定款に違反する重大な事実

が発生する可能性もしくは発生した場合は、その事実。

　

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役の職務を補助する組織を監査室とし、また、監査室が独自に行う内

部監査の結果を監査役に報告し相互連携を図るものとする。
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貸　借　対　照　表
（平成25年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 5,242,811 流 動 負 債 3,284,697
現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

仕 掛 品

前 払 費 用

未 収 入 金

立 替 郵 送 料

信 託 受 益 権

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

商 標 権

電 話 加 入 権

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 前 払 費 用

保 険 資 産

投 資 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

1,557,557

636,453

 2,476,817
162,448

10,175

8,046

131,181

132,955

121,467

6,047

△338

7,862,012

6,123,562

2,769,576

17,678

320,254

4,997

51,650

2,830,100

129,304

73,107

1,189

30,728

40,850

339

1,665,342

471,389

81,100

100

12,878

115,979

968,765

9,614

94,475

△88,961

12,278

12,278

買 掛 金 1,770,766

社債(１年以内償還) 90,150

短 期 借 入 金 160,000

長期借入金(１年以内返済) 347,656

リ ー ス 債 務 37,092

未 払 金 165,758

未 払 費 用 102,736

未 払 法 人 税 等 279,535

未 払 消 費 税 等 37,817

前 受 金 32,701

預 り 郵 送 料 344

預 り 金 52,672

賞 与 引 当 金 207,297

そ の 他 169

固 定 負 債 2,708,415

社 債 522,550

長 期 借 入 金 1,565,045

リ ー ス 債 務 142,921

資 産 除 去 債 務 2,127

退 職 給 付 引 当 金 353,736

役員退職慰労引当金 56,540

再評価に係る繰延税金負債 21,332

そ の 他 44,162
負 債 合 計 5,993,112

純 資 産 の 部

株 主 資 本 7,876,571
資 本 金 1,092,601

資 本 剰 余 金 1,468,215

資 本 準 備 金 1,468,215

利 益 剰 余 金 5,898,356

利 益 準 備 金 273,150

その他利益剰余金 5,625,205

配 当 平 均 積 立 金 440,000

固定資産圧縮積立金 245,994

別 途 積 立 金 3,300,000

繰 越 利 益 剰 余 金 1,639,210

自 己 株 式 △582,600

評価・換算差額等 △752,581

その他有価証券評価差額金 64,811

土地再評価差額金 △817,392
純 資 産 合 計 7,123,990

資 産 合 計 13,117,103 負 債 純 資 産 合 計 13,117,103
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損　益　計　算　書

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高  17,159,875

売 上 原 価  14,910,012

売 上 総 利 益  2,249,862

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,123,499

営 業 利 益  1,126,362

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 280  

受 取 配 当 金 9,864  

雑 収 入 10,189 20,333

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 67,184  

雑 損 失 3,223 70,407

経 常 利 益  1,076,289

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,789 　

賃 貸 借 契 約 解 約 金 4,821 8,610

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 1,501 　

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 85,961 　

社 葬 費 用 28,038 　

そ の 他 9,742 125,244

税 引 前 当 期 純 利 益  959,655

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 390,000 　

法 人 税 等 調 整 額 △47,291 342,708

当 期 純 利 益  616,946
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株主資本等変動計算書

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

（単位：千円）

　

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金

配当平均
積 立 金

固 定 資 産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

平成24年４月１日　残高 1,092,601 1,468,215 273,150 440,000 245,994 2,900,000 1,509,616 △582,552 7,347,025

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 △87,352 　 △87,352

当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 　 616,946 　 616,946

別途積立金の積立 　 　 　 　 　 400,000 △400,000 　 －

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 △48 △48

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － － － － － 400,000 129,593 △48 529,545

平成25年３月31日　残高 1,092,601 1,468,215 273,150 440,000 245,994 3,300,000 1,639,210 △582,600 7,876,571

　
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 土 地 再 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

平成24年４月１日　残高 13,390 △817,392 △804,002 6,543,023

事業年度中の変動額 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 △87,352

当 期 純 利 益 　 　 　 616,946

別途積立金の積立 　 　 　 －

自己株式の取得 　 　  △48

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

51,421 　 51,421 51,421

事業年度中の変動額合計 51,421 － 51,421 580,966

平成25年３月31日　残高 64,811 △817,392 △752,581 7,123,990



－ 17 －

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準および評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

子会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券 時価のあるもの

　 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法

デリバティブの評価基準および評価方法　時価法

たな卸資産の評価基準および評価方法　　個別法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

　 定率法

　 （ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額法）

無形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法

　 なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法

リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

該当事項はありません。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

投資不動産

　 定率法

　 （ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額法）

(3) 繰延資産の処理方法

社債発行費 社債の償還までの期間にわたる定額法による償却
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(4) 引当金の計上基準

貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度末に在籍

の従業員に係る支給見込額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められる額を計上して

おります。

　 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により、按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づ

く当事業年度末要支給見積額を計上しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 金利スワップ取引のうち、金利スワップの特例処理の条

件を充たしている場合には、特例処理を採用しておりま

す。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 借入金

ヘッジ方針 金利リスクの低減ならびに金融収支改善のため、対象債

務の範囲内でヘッジを行っております。

ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー

変動の累計を比較して、その変動額の比率によって有効

性を評価しております。ただし、特例処理によっている

金利スワップについては有効性の評価を省略しておりま

す。

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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(6) 会計方針の変更

減価償却方法の変更 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成

24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しておりま

す。

これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利

益、経常利益および税引前当期純利益はそれぞれ10,146

千円増加しております。

(7) その他の注記

該当事項はありません。

　

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

投資有価証券 87,971千円

建物 2,739,244千円

土地 2,711,979千円

投資不動産 948,007千円

合計 6,487,202千円

上記の物件は、借入金2,022,702千円の担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,726,520千円

(3) 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）および「土地の再

　　評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づ

　　き、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額から再評価に係る繰延税金負債を控除した

　　金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　　①再評価の方法

　　　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

　　　４号に定める「地価税法」（平成３年５月２日公布法律第69号）第16条に規定する地価

　　　税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表

　　　した方法により算定した価額に基づいて奥行価格補正等合理的な調整を行って算出して

　　　おります。

　　②再評価を行った日

　　　平成14年３月31日

　　③再評価を行った事業用の土地の期末における時価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計

　　　額との差額　　　　　　　

　　　117,251千円　

(4) 事業年度末日満期手形

　　事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしており

　　ます。なお、当事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期

　　手形が当事業年度末残高に含まれております。

受取手形 12,660千円
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(5) 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 287千円

短期金銭債務 529,759千円

　

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 1,425千円

仕入高 4,601千円

その他の営業取引高 1,278千円

営業取引以外の取引高 －千円

　

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類および株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 期 首 株 式 数 当 期 増 加 株 式 数 当 期 減 少 株 式 数 当 期 末 株 式 数

普 通 株 式 1,438,491株 125株 －株 1,438,616株

　

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産 　

未払事業税 23,490千円

賞与引当金 78,793千円

退職給付引当金 130,715千円

役員退職慰労引当金 20,150千円

その他 60,830千円

繰延税金資産小計 313,980千円

評価性引当金 △11,666千円

繰延税金資産合計 302,313千円

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △35,009千円

固定資産圧縮積立金 △136,222千円

繰延税金負債合計 △171,231千円

繰延税金資産の純額 131,082千円
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６．関連当事者との取引に関する注記

子会社等
（単位：千円）

種類
会 社 等
の 名 称

現在地 資 本 金
事 業 の
内 容
又は職業

議 決 権
等 の 所
有(被所
有)割合

関 係 内 容
取 引 の
内 容

取引金額
（注２）

科 目
期末残高
（注２）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 ㈱デック
東京都
中央区

20,000
広告宣伝の
企画・制作

(所有)
100％

兼任
３名

物品の
仕入

制 作 物
仕 入
（注１）

4,601 買掛金 2,620

サービ
スの受
託

ＤＭ発送
（注１）

1,305 売掛金 287

31 立替郵送料 －

印刷物
の発注

印刷物の
発 注
（注１）

1,030 未払金 3

子会社
東京セール
ス ・ プ ロ
デュース(株)

東 京 都
千代田区

50,000 家 電 販 売
(所有)

100％
兼任
２名

物品の
仕入・
手数料
の支払

消耗品の
仕 入
（注１）

247 未払金 158

不動産
の賃貸

受取家賃 120 － －

営業仕
入の立
替払

－ － 買掛金 526,976

取引条件および取引条件の決定方針等

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して発注先および価格を決定しております。

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,223円33銭

(2) １株当たり当期純利益 105円94銭

　

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

　

（注）計算書類の記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成25年５月14日　

　株式会社ディーエムエス 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本有限責任監査法人 　

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 竹 　 栄 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齊 藤 直 人 
　

　 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ディ

ーエムエスの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第54期事業年度

の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

　

計算書類等に対する経営者の責任　

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに

ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監

査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書

に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。　
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　 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監

査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断

により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の

有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明

細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。　

　

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

利害関係　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

　 監　査　報　告　書 　

　 平成25年５月16日　

　株 式 会 社 デ ィ ー エ ム エ ス 　

　 代表取締役社長　山　本　克　彦　殿 　

　 株式会社ディーエムエス　監査役会 　

　

常 勤 監 査 役 小 川 惇 子 
監 査 役 梶 谷 　 篤 
監 査 役 岡 　 徹 

　

　 当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第54期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締

役、監査室、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査

の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取

締役および使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所

において業務および財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記

載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なもの

として会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関

する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内

部統制システム）について、取締役および使用人等からその構築および運

用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を

表明いたしました。子会社については、子会社の取締役および監査役等と

意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を

受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびそ

の附属明細書について検討いたしました。
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　 　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会

社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年

度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書およ

び個別注記表）およびその附属明細書について検討いたしました。

　

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の

状況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容お

よび取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま

せん。

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当で

あると認めます。

以　上

　

（注）監査役梶谷　篤および監査役岡　徹は、会社法第２条第16号および第

335条第３項に定める社外監査役であります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成25年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 5,388,998 流 動 負 債 3,306,204

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

仕 掛 品

立 替 郵 送 料

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

投 資 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

1,676,899

3,134,326

167,078

131,181

121,507

160,734

△2,729

7,832,771

6,130,225

2,787,255

325,252

2,830,100

135,763

51,853

73,970

1,628,575

506,174

968,765

9,614

232,981

△88,961

12,278

12,278

買 掛 金 1,786,630

社債（1年以内償還） 90,150

短 期 借 入 金 507,656

リ ー ス 債 務 39,345

未 払 法 人 税 等 280,364

賞 与 引 当 金 207,297

そ の 他 394,759

固 定 負 債 2,725,212

社 債 522,550

長 期 借 入 金 1,565,045

リ ー ス 債 務 147,513

繰 延 税 金 負 債 9,970

退 職 給 付 引 当 金 353,736

役員退職慰労引当金 56,540

再評価に係る繰延税金負債 21,332

そ の 他 48,523

負 債 合 計 6,031,417

純 資 産 の 部

株 主 資 本 7,937,206

資 本 金 1,092,601

資 本 剰 余 金 1,468,215

利 益 剰 余 金 5,958,990

自 己 株 式 △582,600

その他の包括利益累計額 △734,575

その他有価証券評価差額金 82,817

土地再評価差額金 △817,392

純 資 産 合 計 7,202,630

資 産 合 計 13,234,048 負 債 純 資 産 合 計 13,234,048
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連 結 損 益 計 算 書

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高  17,365,359

売 上 原 価  15,095,079

売 上 総 利 益  2,270,279

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,162,939

営 業 利 益  1,107,339

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 320  

受 取 配 当 金 10,067  

雑 収 入 10,193 20,580

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 67,184  

そ の 他 3,223 70,407

経 常 利 益  1,057,513

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,789  

賃 貸 借 契 約 解 約 益 4,821 8,610

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 1,577  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 85,961  

社 葬 費 用 28,038  

そ の 他 9,742 125,319

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  940,803

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 391,480 　

法 人 税 等 調 整 額 △47,250 344,229

当 期 純 利 益  596,574
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連結株主資本等変動計算書

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

（単位：千円）

　
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成24年４月１日　残高 1,092,601 1,468,215 5,449,769 △582,552 7,428,032

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 △87,352 　 △87,352

当 期 純 利 益 　 　 596,574 　 596,574

自 己 株 式 の 取 得 　 　  △48 △48

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計 － － 509,221 △48 509,173

平成25年３月31日　残高 1,092,601 1,468,215 5,958,990 △582,600 7,937,206

　
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 その他の包括利益累計額

平成24年４月１日　残高 18,643 △817,392 △798,749 6,629,283

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 △87,352

当 期 純 利 益 　 　 　 596,574

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △48

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

64,174     64,174 64,174

連結会計年度中の変動額合計 64,174 － 64,174 573,347

平成25年３月31日　残高 82,817 △817,392 △734,575 7,202,630
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

連結子会社の数 ２社

主要な連結子会社の名称 株式会社デック

　 東京セールス・プロデュース株式会社

②　非連結子会社の状況

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

その他有価証券 時価のあるもの

　 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法

デリバティブの評価基準および評価方法　　時価法

たな卸資産の評価基準および評価方法 個別法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

　 定率法

（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額法）

無形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法

　 なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法

リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

該当事項はありません。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
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投資不動産

　 定率法

（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額法）

③　繰延資産の処理方法

社債発行費 社債の償還までの期間にわたる定額法による償却

④　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度末に

在籍の従業員に係る支給見込額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生していると認められる額を

計上しております。

　 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により、按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとしております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づ

く当連結会計年度末要支給見積額を計上しております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 金利スワップ取引のうち、金利スワップの特例処理の条

件を充たしている場合には、特例処理を採用しておりま

す。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 借入金

ヘッジ方針 金利リスクの低減ならびに金融収支改善のため、対象債

務の範囲内でヘッジを行っております。

ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー

変動の累計を比較して、その変動額の比率によって有効

性を評価しております。ただし、特例処理によっている

金利スワップについては有効性の評価を省略しておりま

す。

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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(5) 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更

減価償却方法の変更 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当

連結会計年度より平成24年４月１日以後に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却

方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営

業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれ

ぞれ10,146千円増加しております。

(6) その他の注記

該当事項はありません。

　

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

投資有価証券 87,971千円

建物 2,739,244千円

土地 2,711,979千円

投資不動産 948,007千円

合計 6,487,202千円

上記の物件は、借入金2,022,702千円の担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,734,524千円

(3) 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）および「土地の再

　　評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づ

　　き、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額から再評価に係る繰延税金負債を控除した

　　金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　　①再評価の方法

　　　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

　　　４号に定める「地価税法」（平成３年５月２日公布法律第69号）第16条に規定する地価

　　　税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表

　　　した方法により算定した価額に基づいて奥行価格補正等合理的な調整を行って算出して

　　　おります。

　　②再評価を行った日

　　　平成14年３月31日

　　③再評価を行った事業用の土地の期末における時価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計

　　　額との差額　　　　　　　

　　　117,251千円　

　(4) 連結会計年度末日満期手形

　　　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしてお

　　　ります。なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度

　　　末日満期手形が当連結会計年度末残高に含まれております。　

受取手形 12,660千円
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 7,262,020株

(2) 配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成24年６月27日開催の第53期定時株主総会決議による配当に関する事項

株式の種類 普通株式

配当金の総額 87,352,935円

１株当たり配当額 15円

基準日 平成24年３月31日

効力発生日 平成24年６月28日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

平成25年６月26日開催の第54期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

株式の種類 普通株式

配当金の総額 87,351,060円

１株当たり配当額 15円

基準日 平成25年３月31日

効力発生日 平成25年６月27日

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。　
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４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針　

当社グループは、資金運用につきましては、一時的な余資を主に流動性の高い金融資産

で運用しております。また、資金調達につきましては、短期的な運転資金を銀行借入に

より調達し、設備投資などの長期的資金は、主に銀行借入や社債発行により調達してお

ります。なお、デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投

機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容およびそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有

価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ

れております。営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であり

ます。借入金および社債は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償

還日は最長で決算日後４年８ヶ月であります。このうち一部は、支払金利の変動リスク

に晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジして

おります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの

有効性の評価方法等については、前述の「１．連結計算書類の作成のための基本となる

重要な事項（4）会計処理基準に関する事項　⑤その他連結計算書類の作成のための重要

な事項　重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

③　金融商品に係るリスク管理体制

ⅰ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について、経理部がすべての取引先の状況を取引相手ごとに期日お

よび残高を管理するとともに、低格付の取引先の状況を定期的にモニタリングして、

財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社

についても、当社の経理部が定期的なモニタリングを実施することによって当社レベ

ルと同様の管理状況を確保しております。デリバティブ取引については、取引相手先

を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとんどないと認識して

おります。

ⅱ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を

利用しております。投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）

の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取

引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。デリバティブ取

引の執行・管理については、取引権限および取引限度額等を定めた管理規定に従い、

経理部が承認権限者の承認を得て行っております。また、監査室によって定期的に内

部監査を実施し、その監査結果は取締役会に報告される体制を確保しております。な

お、連結子会社では、デリバティブ取引は行っておりません。

ⅲ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。なお、連結子

会社においても同様の管理を行っております。
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④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがありま

す。

　(2) 金融商品の時価等に関する事項　

平成25年３月31日における、連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含ま

れておりません。（（注）２．　参照）　　　
　 （単位：千円）

　 連結貸借対照表計上額 時価　 差額　

資産　 　 　 　

(1)現金及び預金　 　1,676,899 1,676,899 －

(2)受取手形及び売掛金　 　3,134,326 3,134,326 －

(3)投資有価証券　 　505,324 505,330 6

資産　計　 　5,316,551 5,316,557 6

負債　 　 　 　

(1)買掛金　 　1,786,630 1,786,630 －

(2)1年内償還予定の社債 　90,150 90,913 763

(3)短期借入金　 　507,656 512,140 4,484

(4)未払法人税等 　280,364 280,364 －

(5)社債　 　522,550 520,696 △1,853

(6)長期借入金　 　1,565,045 1,597,189 32,143

負債　計　 　4,752,396 4,787,935 35,538

デリバティブ取引　 　－ － －

注１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資産　

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

（3) 投資有価証券

これらの時価については、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所価格ま

たは取引金融機関等から提示された価格によっております。また、市場価格のない債

券の時価については、元利金の合計額を当該債券の残存期間および変動要因等を織り

込んだ利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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負債

（1）買掛金、（4）未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

（2）１年内償還予定の社債、(5)社債

これらの時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、

元利金の合計額を当該社債の残存期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた

現在価値により算定しております。　

（3）短期借入金

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっておりますが、短期借入金の中には、１年内返済予定の長

期借入金および一定期間において利率を更新しない短期借入金が含まれており、それ

らについては(6)長期借入金と同様の方法で算定しております。　

（6）長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワッ

プの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金

の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引

いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないもの

該当するものはありません。

ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額または契約において定められた元

本相当額は、次の通りであります。　　

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の種類等 主なヘッジ対象
契約額など（千円）

時 価
当該時価の
算 定 方 法

　 う ち 1 年 超

金利スワップの
特例処理　

金利スワップ取引
支払固定・受取変動　

長期借入金　　 　1,554,950 　1,291,721  (*)  (*)　

(*) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処

理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記負債の

（6）参照）。　

　

　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式　 850　　

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、「上記資産の(3)投資有価証券」には含めておりません。　
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　３．金銭債権および満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金　 1,676,899 － － －

受取手形及び売掛金　 3,134,326 － － －

投資有価証券　 － － － －

合計　 4,811,225 － － －

　

　４．社債、長期借入金およびその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　
１年以内

１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

短期借入金　 507,656 － － － － －

社債　 90,150 90,150 90,150 65,150 277,100 －

長期借入金　 － 285,945 258,800 168,800 851,500 －

合計　 597,806 376,095 348,950 233,950 1,128,600 －

（注）短期借入金の１年以内には、１年内返済予定の長期借入金347,656千円を含んでおります。

　　

５．賃貸等不動産に関する注記

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項　

当社では、東京都において、賃貸用の区分所有建物を有しております。

（2）賃貸等不動産の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額 時価

968,765千円 801,592千円

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

　　　　　す。 
　　　２．当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて、自社で算定した金

　　　　　額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

 
６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,236円84銭

(2) １株当たり当期純利益 102円44銭

　

７．重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はありません。　

　

（注）連結計算書類の記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成25年５月14日　

　株式会社ディーエムエス 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本有限責任監査法人 　

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 竹 　 栄 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齊 藤 直 人 
　

　 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ディーエム

エスの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計

算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表について監査を行った。

　

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、

不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示

するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が

国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうか

について合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査

を実施することを求めている。

　



－ 38 －

　 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又

は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。

　

監査意見　

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ディーエムエス及び連結子

会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告

　 連結計算書類に係る監査報告書 　

　 平成25年５月16日　

　株 式 会 社 デ ィ ー エ ム エ ス 　

　 代表取締役社長　山　本　克　彦　殿 　

　 株式会社ディーエムエス　監査役会 　

　

常 勤 監 査 役 小 川 惇 子 
監 査 役 梶 谷 　 篤 
監 査 役 岡 徹 

　

　 当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第54期事業

年度に係る連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本

等変動計算書および連結注記表）に関して、各監査役が作成した監査報告書

に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結

計算書類について取締役および使用人等から報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な

監査を実施しているかを監視および検証するとともに、会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質

管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している

旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、

当該事業年度に係る連結計算書類について検討いたしました。

　

　２．監査の結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であ

ると認めます。

以　上

　

（注）監査役梶谷　篤および監査役岡　徹は、会社法第２条第16号および第

335条第３項に定める社外監査役であります。

　

以　上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類
　

１．議決権の代理行使の勧誘者

　 株 式 会 社 デ ィ ー エ ム エ ス

　 代表取締役社長 山 本 克 彦
　
　
２．議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、剰余金の処分につきましては、株主各位への利益還元の充実と、

企業体質の強化のための内部留保の充実との均衡を図っていくことを基本的

考え方としております。この基本的な考え方に則り、以下のとおりといたし

たいと存じます。

１.期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

金銭

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金15円　総額87,351,060円

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　　　　平成25年６月27日　

２.剰余金の処分に関する事項

①　増加する剰余金の項目およびその額

別途積立金　　　600,000,000円

②　減少する剰余金の項目およびその額

繰越利益剰余金　600,000,000円
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第２号議案　取締役４名選任の件

　取締役３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、一層の経営基盤の強化を図るため１名増員し、取締役４名の選任を

お願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。　
ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

やま

山
もと

本
かつ

克
ひこ

彦
(昭和44年３月11日生)

平成７年４月　（株）第一勧業銀行入社

平成10年６月　（株）第一勧業銀行退社　

平成10年７月　当社入社　

平成12年５月　社長室長

平成12年６月　取締役就任

平成13年４月　代表取締役社長就任（現任）

平成20年６月　管理本部長（現任）　　

1,155,574株

なか

中
むら

村
しゅん

俊
いち

一
(昭和28年３月７日生)

昭和50年３月　当社入社

平成15年４月　第二営業部長

平成18年４月　生産管理部長　

平成19年４月　オペレーション管理部長　

平成20年４月　業務本部副本部長

　　　　　　　兼オペレーション管理部長

平成21年４月　業務企画部長

平成22年４月　執行役員大阪副支社長

　　　　　　　兼大阪営業部長

平成22年６月　執行役員大阪支社長

　　　　　　　兼大阪管理部長（現任）

平成24年６月　取締役就任（現任）　

5,500株

※
か

甲
い

斐
りょう

良
いち

一
(昭和31年10月24日生)

昭和54年３月　当社入社

平成16年４月　第三営業部長

平成18年４月　第二営業部長

平成18年７月　営業副本部長兼第二営業部長　

平成19年４月　営業副本部長兼第三営業部長

平成20年４月　執行役員大阪副支社長兼大阪営業部長

平成22年４月　執行役員市場開発部長

平成23年４月　執行役員第一営業統括部長

　　　　　　　兼市場開発部長　

平成24年４月　執行役員コミュニケーション部門担当

　　　　　　　兼第一営業統括部長

　　　　　　　兼市場開発部長兼営業推進部長

平成25年４月　執行役員コミュニケーション部門担当

　　　　　　　兼営業推進部長（現任）　

14,000株
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ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

※
しの

篠
はら

原
きよ

清
か

佳
(昭和29年11月30日生)

昭和58年８月　当社入社

平成23年４月　第四オペレーション統括部長

平成24年４月　オペレーション部門担当

　　　　　　　兼第三オペレーション統括部長

平成24年７月　執行役員オペレーション部門担当

兼第三オペレーション統括部長（現任）

9,400株

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

　　 ２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　
第３号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
　本総会終結の時をもって取締役を退任されます山下　堅氏に対し、在任中
の労に報いるため、当社の定める一定の基準に従い相当額の範囲内において、
退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。
　なお、具体的な金額、贈呈の時期、方法等につきましては取締役会にご一
任願いたいと存じます。
　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。　

氏 名 略 歴

やま

山
した

下 　
つよし

堅

　
平成16年６月　当社取締役就任

平成18年６月　当社常務取締役就任（現任）　

　

　　
以　上
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